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【附属機関名称】会議概要 

会 議 名 
令和元年度足立区地域保健福祉推進協議会 

第２回介護保険・障がい福祉専門部会 

（足立区地域密着型サービスの運営に関する委員会） 

事 務 局 
向井介護保険課長  橋本高齢福祉課長 

千ヶ崎地域包括ケア推進課長  杉岡障がい福祉推進室長 

小山障がい福祉課長  江連障がい福祉センター所長 

絵野沢足立福祉事務所長  秦福祉管理課長 

島田絆づくり担当課長  山杉衛生管理課長 

柳瀬足立保健所中央本町地域・保健総合支援課長 

塙介護保険係長 

開催年月日 令和元年１１月６日（水） 

開 催 時 間 １４時００分開会～１６時００分閉会 

開 催 場 所 足立区役所本庁舎８階 特別会議室 

出 席 者 

諏訪 徹部会長  奥野英子副部会長 

白石正輝委員   にたない和委員  岡安たかし委員 

浅子けい子委員  銀川ゆい子委員  中村輝夫委員 

小川 勉委員   福岡靖介委員   橋本飛鳥委員 

細井和男委員   名久井昭吉委員  小久保兼保委員 

鈴木真理子委員  秋生修一郎委員  中村明慶委員 

欠 席 者 

酒井雅男副部会長  早川貴美子委員  湊 耕一委員 

加藤仁志委員    重田 穂委員   江黒由美子委員 

今井伸幸委員 

会 議 次 第 別紙のとおり 

資 料 

【資料１】地域密着型サービスを行う事業者の新規指定及び更新指定について 

【資料２】介護のしごと相談・面接会の実施及び実施結果について 

【資料３】平成３０年度介護保険事業の実績について 

【資料４】足立区高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画の策定に向 

     けた高齢者等実態調査の実施について 

【資料５】介護サービス事業所の指定取消しについて 

【資料６】足立区障がい福祉関連計画の策定に向けた障がい者等実態調査 

     の実施について 

【資料７】足立区孤立ゼロプロジェクト推進活動の進捗状況について 

そ の 他 
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（諏訪部会長） 

 それでは、ただいまから第２回の介護保

険・障がい福祉専門部会を始めたいと思いま

す。どうぞご協力よろしくお願いします。 

 先ほど司会からございましたように、まず

は、地域密着型サービスの運営に関する委員

会という形で、報告事項１について説明いた

だいて、質疑応答をするという形で進めたい

と思います。その後、部会として行っていく

という形になります。 

 

 それでは、部会としての報告事項に入って

いきたいと思います。 

 まず、報告事項の１から６までを順次ご説

明いただいた上で、ご質問、ご意見をお受け

するという形で進めていきたいと思います。 

 報告事項１については高齢福祉課の橋本

課長から、２から４までは介護保険課の向井

課長から、５については障がい福祉課の小山

課長から、６については絆づくり担当の島田

課長から説明という形になりますが、よろし

くお願いします。 

（橋本高齢福祉課長） 

 それでは、資料の２をごらんください。 

 高齢福祉課長の橋本でございます。よろし

くお願いします。 

 私からは、介護のしごと相談・面接会の実

施及び実施結果についてご報告をさせてい

ただきます。 

 今日でございますけれども、11時から２時

まで、先ほどまでシアター１０１０のほう

で、２回目の相談・面接会を開催させていた

だきました。 

 参加事業者につきましては、３番のとおり

でございまして、居宅系が14社、施設系が13

社でございます。 

 概要、また、周知方法については、４番、

５番のとおりでございます。 

 また、６番が、前回７月11日に行いました、

１回目の結果になります。参加人数につきま

しては90名、また、２番が面接者数ですけれ

ども、これは延べ人数で160名でございます。

うち44名が、後日の面接のほうにつながりま

した。結果13人が、採用されたというふうに

聞いています。 

 また、希望する雇用形態につきましては、

（３）番のとおりでございます。 

 私からは以上でございます。 

（向井介護保険課長） 

 続きまして、報告事項の（２）から（４）、

介護保険課長の向井から説明させていただ

きます。 

 まず、２、平成30年度介護保険事業の実績

についてでございます。 

 資料３と書かれているものをごらんいた

だきたいと思います。 

 「平成30年度介護保険事業の実績」、「あ

だちの介護保険」、これとは別に冊子でピン

ク色の表紙の冊子をお付けしましたが、これ

ができ上がりましたので、それを踏まえて、

特徴的な部分について、ご報告させていただ

きます。 

 まず、１、第一号被保険者及び保険料でご

ざいますが、記載のとおりでございます。被

保険者数は17万、収納額、収納率とこの記載

の数字でございます。 

 また、認定状況でございますが、30年度末

【「地域密着型サービスの運営に関する

委員会」は非公開】 

※資料１の報告については、個人情報や

事業所の経営状況が含まれているため、

地域密着型サービスの運営に関する委員

会設置要綱第１条の規定により、非公開

となっています。 
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の要支援・要介護認定者数は３万5,000人ほ

どでございます。 

 保険給付状況につきましても、介護サービ

ス事業者数２万8,323、保険給付費、ごらん

のとおりでございます。 

 下にグラフが書いてございますが、右肩上

がりで被保険者数、高齢化率等も上がってき

ておりますが、30年度、31年度を見る限りに

おきましては、ほぼ横ばいではございます

が、ただ、やはり傾向として、これが当面ま

た横ばい、もしくは緩やかな右肩上がりと想

定できますので、今後もそれを踏まえた、さ

まざまな施策を考えなければいけないと思

ってございます。 

 続きまして、次の資料の４でございます。 

 「足立区高齢者福祉計画・第８期介護保険

事業計画の策定に向けた高齢者等実態調査

の実施について」でございます。 

 今年度第７期の介護保険事業計画のちょ

うど折り返しを迎えたところでございます。

３年計画ですので、もう次の令和３年度から

の第８期計画及び高齢者保健福祉計画を考

えていく段になりましたので、まず、その初

めの基礎資料とするために、高齢者等実態調

査を行います。まだ、その中身についての詳

細はでき上がっておりませんけれども、スケ

ジュール的なものを今回報告させていただ

きます。 

 各調査の趣旨と概要を表に書いてござい

ますように、従来と経年変化も見るために、

同じような項目の調査もいたします。アの介

護予防・日常生活圏域ニーズ調査から始まり

まして、次のページのケのサービス、サ高住

ですね、サービス付高齢者向け住宅実態調査

と、これだけの種類の調査をいたします。 

 調査の趣旨、調査の概要につきましては、

こちらに記載させていただいているとおり

でございます。 

 今後、２ページ目の２、主なスケジュール

でございますが、この調査項目を決まった上

で、調査票の発送は12月を予定してございま

して、それを分析し、その調査結果というも

のが、年度が変わったあたりで完成しますの

で、そこで調査結果報告、議会を初め、この

推進協議会のほうでもお話しさせていただ

いた上で、それを踏まえて、いよいよ高齢者

保健福祉計画・介護保険事業計画第８期の策

定に向けて中間報告、パブコメ、最終報告、

最終報告は、令和３年の３月ですが、こうい

ったスケジュールで進めていきたいと考え

てございます。 

 スケジュール等についてのご報告でござ

います。 

 続きまして、資料５をごらんください。 

 資料５、「介護サービス事業者の指定取消

しについて」でございます。 

 これにつきましては、介護サービス事業者

の指定取消しということは、新聞等でも載っ

た部分ございますので、ご案内の委員の皆様

もいらっしゃると思いますが、協議会等のタ

イミングですと、報告させていただくのが、

今回になりました。 

 書かれておりますように、事業者名はケア

コネクトという、辰沼二丁目に事業所があっ

た事業者でございます。 

 ５番、サービス種別は居宅介護支援という

ことで、規約欄等うたっている事業者でござ

いました。 

 処分の内容でございますが、指定を取り消

しいたしました。指定取消日は、本年の７月

25日、指定取消しになった後も、そこでサー

ビスを受けている方の受け皿等を調整する

必要がございましたので、効力の発生日は９

月１日でございます。 

 処分の理由でございますが、（１）不正請

求でございます。運営基準上、減算すべき居
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宅介護サービス計画費を意図的に減算せず

に、勘違いとかそういうのではなくて、明ら

かに意図的にというのが判明するわけでご

ざいますが、そういった介護報酬を請求し

た。それから、虚偽報告、実地指導について、

そういった端緒が判明しましたので、その辺

について、こちらのほうも、いろいろ事情を

聞いたりしておったわけですが、そのとき

に、虚偽の記録を作成し、または、その後、

ちょっとかなりつじつまが合わない部分も

ございましたので、監査に入りましたが、そ

のときの書類につきましても、意図的に隠蔽

した事実が確認できました。 

 資料をめくっていただきますと、さらにそ

れを踏まえて、そういった聞き取り調査を行

ったときにあった書類が、そんなのは作成し

ていないとか、その辺の虚偽の答弁を行った

ということで、きわめてそのいろいろ話を聞

く機会の中でも、隠蔽的なものとか虚偽のも

のとか、悪質と見られましたので、区として

も、指定取消しを行ったところでございま

す。 

 ９番、不正受領額の返還決定額につきまし

ては、192万余でございます。 

 また、先ほどもお話ししましたように、プ

レスリリース等で公表いたしましたので、日

刊紙２紙にも記事が掲載され、区のホームペ

ージ等でも公表したところでございます。 

 備考でございますが、今回何で区で取り消

しの処分を行ったかといいますと、従前、平

成30年４月１日までは、居宅介護支援事業者

の指定権限は東京都にあったのですが、それ

が、区に権限移譲されました。それに先立ち

まして、区では全ての居宅介護支援事業者に

対して、順次計画的に２年間で実施をしてい

る中で、こういった事実が発覚したので、こ

の不正が明らかになった居宅介護支援事業

者に対して、やはりこれは区の権限となった

ということも踏まえまして、しっかりとやは

り処分をしなければいけないということで、

足立区として初めての指定取消しを、恐らく

これは隅々まで確認しているわけではござ

いませんが、平成30年度、都から区へ権限移

譲された中では、23区では、これは足立区が

初めての処分、取り消し、市も入れると、幾

つかあると聞いてございますが、こういった

指定取消処分に至ったわけでございます。 

 私からは以上でございます。 

（小山障がい福祉課長） 

 障がい福祉課長、小山でございます。よろ

しくお願いいたします。 

 私からは、資料６（差替え版）、本日机上

のほうに配付させていただいた資料、こちら

のほうをご説明申し上げたいと思います。 

 件名、「足立区障がい福祉関連計画の策定

に向けた障がい者等実態調査の実施につい

て」でございます。所管部課は、記載のとお

りでございます。 

 障がいにおきましても、計画年度が令和３

年から令和５年度までの３カ年における第

６期障がい福祉計画と、それから、第２期障

がい児福祉計画、こちらを策定する予定でご

ざいます。それらにつきましては、私ども、

実態調査のほうを今回初めてやらせていた

だきたく、そちらのことになります。 

 実態調査の内容でございますけれども、

（１）は障がい者（児）調査でございます。

区内在住の障がい者、障がい児の保護者、

3,000名、こちらを対象に調査させていただ

きます。調査項目、日常生活、それから、日

ごろの活動、就労、それから、サービスをど

の程度ご利用されていただいているか、ま

た、そもそもどういったご要望があるか、こ

ういったところを調査させていただきます。 

 ２番、事業所アンケートでございますけれ

ども、こちらにつきましては、区内に所在す
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る障がい福祉サービス事業者・施設というこ

とで、障害者総合支援法、こちらの指定を受

けている事業者、こちら全て対象にした調査

を想定してございます。調査項目につきまし

ては、経営状況、連携状況、それから地域に

おける活動、災害対策、こちらのほうを予定

してございます。 

 この調査につきましては、これらの計画の

中では、主な障がい者団体、それから、障が

いのほうを担っている主な法人、それから、

そういった障がい者のほうを受けられてい

る特別支援学校、そちらのほうのヒアリング

という形を用いまして、計画を策定してきた

ところでございますが、今回は、今ご説明申

し上げたような、１と２、こちらの実態調査

を新たに取り入れさせていただき、より実情

を反映した計画、こちらのほうをつくってま

いりたく考えてございます。 

 スケジュールにつきましては、令和元年10

月以降、調査について令和２年の３月までに

調査報告書、結果報告書のほうを作成目途と

させていただき、令和２年４月以降につきま

しては、調査結果に基づく実際の計画策定、

また、その手続、手順におきましては、パブ

リック・コメント、また、こういった推進協

議会、議会等の報告、そういったことを含め

て、令和３年４月に向けた策定のほう、予定

させていただいているところでございます。 

 また、調査につきましても留意事項、４番

に記載してございますけれども、同時期に行

われる、今、向井のほうからもご説明申し上

げたように、対象者のほうが高齢者、それか

ら障がいを有する方、こちらのほう重複して

くる可能性がありますので、それぞれの調査

票が同タイミングで届いて、受け取った区民

の方が、混同しないようなタイミングで進め

ていくといったところが１番、それから、２

つ目としましては、三障がい、障がいといっ

ても、知的・身体、それから精神、こういっ

たところございますので、この手帳所有者

数、こちらと、それから年齢構成、こちらの

ほうをくまなく、漏れなくご回答いただける

よう、調査対象の絞り込みのほうも、こちら

のほう、忠実にやらさせていただく予定でご

ざいます。 

 私のほうからは以上でございます。 

（島田絆づくり担当課長） 

 それでは、続きまして、絆づくり担当課、

島田から、資料７のほうですね、「足立区孤

立ゼロプロジェクト推進活動の実施状況」を

ご説明させていただきます。 

 定期的に説明させていただいております

が、まず１つ目でございます、孤立ゼロプロ

ジェクト推進活動実施町会・自治会につきま

して、８月末現在の状況でございます。調査

終了、１回目は既に30年３月末に終了してお

りますが、２回目以降が、324団体となりま

して73.6％、前回よりも17団体、前回は７月

10日にこちらでご説明させていただいた５

月末現在でございますが、３カ月たちまして

17団体、3.8ポイント進めさせていただいた

状況です。 

 ２番目が、高齢者実態調査実施状況でござ

いますけれども、孤立なしと判断できたのが

73.1％、３万3,914世帯、調査実施世帯が４

万6,388ということで、孤立のおそれがある

Ａ、それからＢ入院・不在、Ｃ不同意という

ところで、実態調査を町会・自治会等に行っ

ていただいたところが、ＡＢＣと出たところ

につきましてが、３番目の調査世帯のその後

の対応というところにまいりまして、そのＡ

とＢとＣを足すと、１万2,747世帯となりま

すが、そちらについて、包括支援センターに

調査をまた再びしていただくという形にな

っておりまして、その結果が、右手の表に、

地域社会や支援につながったという枠にな
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りますが、こちらが、こちら、円グラフで地

域社会や支援につながったというところが

ちょっと小さい表示でございますが、32.4と

ありますが、足し算をしますと、32.3でござ

います。失礼いたしました。32.3％が地域社

会や支援につながった。前回の報告よりも58

世帯、トータルで4,036世帯が、地域社会や

支援につながったはずとなっております。 

 裏面あけていただきますと、４番目で、わ

がまちの孤立ゼロプロジェクトというのが

ございます。この実態調査をきっかけに、地

域で引き続き、地域の方を見守っていただこ

うというそういったわがまちの孤立ゼロプ

ロジェクトで、町会単位で実施していただい

てる事業でございますが、それにつきまして

は、90団体、前回よりも７団体ふえました。

内訳は記載のとおりでございまして、実施内

容につきましても、ここに記載のとおり、声

かけ訪問があったり、それから居場所づくり

といったところで、こういった活動をしてい

ただいているという状況でございます。 

 次ページ以降は、孤立ゼロプロジェクトの

推進活動の実施町会・自治会の内訳となって

おります。 

 私からは以上でございます。ありがとうご

ざいました。 

（諏訪部会長） 

 報告ありがとうございました。 

 それでは、これまでの報告事項について、

ご質問、ご意見ございましたら、お願いしま

す。 

（小川委員） 

 協議会の小川です。 

 報告の中の事業所の指定取消しについて

ということで、こうした件がこの場で出てき

てしまったのは、非常に残念というふうに考

えております。 

 特に、今回は悪意を持って、特別悪質とい

う事案になったということが、とりわけ残念

だなというふうに思いますが、会員間、各事

業所の管理、監督というのはできないんです

けれども、今まで以上に会員間でのつなが

り、連携に心がけまして、特に我々はやって

いいよ、悪いよというのは、事業所ごとに言

うわけにはいかないんですけれども、会員間

で、自助作用を働かせながら、こういった案

件が二度と出てこないようにということで、

役員、また会員の中で周知をしていきたいと

いうふうに考えております。 

 おわびということではありませんが、事業

者の会としては、こういったことがないよう

に気をつけてまいりたいというふうに思っ

ています。 

 以上です。 

（諏訪部会長） 

 ありがとうございます。 

 はい、どうぞ。 

（奥野委員） 

 奥野です。 

 資料２のところで、介護のしごと相談・面

接会の実施及び実施結果についての資料の

関係です。 

 介護関係の人材を集めるのが、非常に大変

だということをいつも伺っているわけです

けれども、その中で、今回のこの資料２によ

りますと、面接とか、面談、面接者数が160

人いて、そのうち後日、再度面接に44人が来

られて、しかし、結果として採用されたのは

13人でしかないと。160名の方が仕事したい

と思っていて、実際に成果があったのが13名

というのは、かなり比率が低いと思うのです

けれども、これは、どういう状況か、もう少

し詳しく教えていただけますでしょうか。 

（橋本高齢福祉課長） 

 高齢福祉課長でございます。 

 少し私のほうでも、その13名につきまして
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は、詳細まで捉え切れていない部分ございま

すので、しっかり把握はしたいと思うんで

す、一旦44名につきましては、これは延べ人

数、166名が延べ人数で、この44名も延べ人

数なんですね。ただ、この13名については実

人数になりますので、その差はまず１つある

ということと、あと、やはり今日も私午前中

行ってまいりましたけれども、やはり面接に

来られている方と、実態のところのやはり少

しギャップのようなものというのは、どうし

てもあるのかなと思っています。 

 まず、この13人につきましては、もう少し

私も詳細のほう、これから把握していきたい

とは思っておりますが、今、わかる範囲では

以上でございます。 

（奥野委員） 

 ありがとうございました。 

 やはり介護の現場で、いいサービスを受け

られるということは、いい方が働いてくださ

っているということが一番重要なことだと

思いますので、働きたいと思って、また、い

いと思って働いてくださる方をたくさん採

用するという方向で、ぜひ進めていただきた

いと思います。 

 以上です。 

（諏訪部会長） 

 そのほかいかがでしょうか。 

 私のほうからよろしいですか。 

 資料３は、これは意見というかあれなんで

すけれども、高齢化率がだんだん伸び率が鈍

化するというのはそのとおりなんですけれ

ども、介護給付費とかに大きな影響を与えて

いくのは、後期高齢者の人口の比率で、恐ら

くそれはどんどんこれから高まっていくの

で、ちょっとこういう形だと、ミスリードし

かねないということであるので、後期高齢者

人口のほうをはっきりとわかるような、65歳

でこれをやるのはいいんですけれども、それ

から、やはり給付費の伸びのほうがこれから

ピークにどんどん、2030年代から40年代に向

かって上がっていくのに間違いないので、そ

ちらのほうもよりしっかりわかるような形

にすべきかなというふうに思います。これは

意見です。 

 それから、実態調査ですね、資料４につい

てですけれども、たくさんの調査をおやりに

なるんだなということ、改めて認識いたしま

した。 

 今も人材確保のこと出ておりました。たし

か人材確保についてのいろんな問題点も把

握されていたような記憶を、ちょっと曖昧な

んですが、あるんですけれども、ぜひ人材の

問題については、きちんと課題であるとか、

課題はわかってはいるにしても、実態を把握

して、区としても、打てる施策を講じていく

ということは必要ですので、項目の設計をほ

ぼされているんでしょうけれども、そのあた

りは、きちんと怠りないようにしていただき

たいというのは、これは要望ということと、

それから、資料４については、質問で、介護

保険、地域包括ケアのビジョンですね、をつ

くっていきましたので、その関係で、何か新

しくとるような項目であるとか、指標として

重視していくようなことが、ここに盛り込ま

れているようであれば、ちょっとそのあたり

をご説明いただければと思いますが、お願い

します。 

（千ヶ崎地域包括ケア推進課長） 

 地域包括ケア推進課長です。 

 すみません、ビジョンの策定が終わりまし

て、終わりましてというか、ビジョンができ

まして、そのビジョンの中、18の取り組むべ

き具体的な柱というか項目を出させていた

だきました。それをはかる指標を今回、設定

する中で、今回のこの調査の項目の中にそれ

を落とし込んで、調べていこうかということ
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で、今、進めております。 

 つまり、これまでの法令計画の中での調べ

る調査項目に加えて、ビジョンの中で、新た

にこういうふうに進めていこうということ

がはかれる指標をミックスして、これからと

っていこうかということです。 

（諏訪部会長） 

 では、詳細は別のそちらを審議するほうで

おっしゃっていただければ結構です。それは

理解いたしました。ありがとうございます。 

 よろしいですか。 

（白石委員） 

 いいですか。 

（諏訪部会長） 

 お願いします。 

（白石委員） 

 資料５ですけれども、介護サービス事業所

の指定取消しということで、足立区だけで

も、少なくとも190万の不正受領があったと、

この受領については、足立区はどういう形で

対応しているんですか、現在。 

（向井介護保険課長） 

 介護保険課長です。 

 これにつきましては、全額返還をさせたと

ころでございます。 

（白石委員） 

 全額返還してもらったということで、東京

都の分もかな。 

（向井介護保険課長） 

 これは、足立区の分になります。 

（白石委員） 

 東京都の分はわからない、調査していない

ということね。 

（向井介護保険課長） 

 こちらのほうで、指定取消しが足立区の権

限として行った範囲でのものでございます

ので、足立区でそのかかっているお金という

のは、過去５年分までさかのぼっていますの

で、東京都の権限があったときにせよ、保険

者である足立区として、この事業者に対して

支出しているといいますか、かかっていたお

金の中で返すべき部分については、精査した

上で、範囲は監査に入った以降ではなくて、

その前とか、どうしても期間が限られてござ

いますが、足立区に当然返していただく、足

立区からの支出の分については、この金額と

いうことでございます。 

（白石委員） 

 縦割りの行政だから仕方ない部分がある

んだろうけれども、東京都が取り消しの権限

があったときについて、足立区は権限が及ば

ないから知りませんよという、わかりません

よということでは、ある意味で、ここは、こ

れはある意味でという、これ税金使っている

わけですから、区民に説明するときに、足立

区分だけは取り戻しましたよと、東京都につ

いては、私たち知りませんよとは、それは区

民に対して説明できないですよ。 

 しっかり、これは少なくとも東京都の分に

ついては幾ら、東京都の分については、都が

これだけ返金してもらっているということ

について、調べておいてくださいよ。今答え

られないでしょうからね、調べて、ご報告い

ただければありがたいと思う。 

 こういうことがあったときに、とかく行政

というのは、出しちゃった金、戻さない、戻

してもらわないんですよ、時効が来たから、

もうしようがないよとか。これは、公的なお

金ですから、例えば時効が５年だとすれば、

もうちょっと非常にやばい状況になりつつ

あるわけだから。だから、それについては、

できるだけ早く調べて、実際に業者は、事業

者は足立区にあったんですから、区民にちゃ

んと説明ができるようにしていただきたい

というふうに思います。 

（諏訪部会長） 
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 そのほかございますか。 

（にたない委員） 

 にたないと申します。 

 関連で、資料５番、ケアコネクトについて

なんですけれども、東京都でも同じように実

地指導というのは行われていたものなんで

しょうか。それとも、この足立区が行ったの

が初めてなんでしょうか。 

（向井介護保険課長） 

 介護保険課長でございます。 

 今の点につきましては、東京都も当然権限

持っていますので、場合によっては指導に入

ることがございますが、何分、東京都が管轄

を持っているというときは、23区だけではな

く市区町村もあったりするので、全て網羅的

にというわけにはいかないのかもしれませ

んが、この事業者に関しましては、私どもの

ほうで、東京都から移管される以前に５年

間、そのいわゆる帳簿とか書類を残しておく

のが５年ですので、その残っている５年間に

ついては、全て私どもが、しっかりと調査し

たところでございます。 

（にたない委員） 

 次、よろしいですか。 

 そこの、今回の不正といいますか、こうい

った隠そうというところが見つかったとい

うのは、実地指導をする上で、そういった隠

すということがあらかじめ疑って、疑うとい

いますか、そういった部分可能性があるとい

うことで、実地指導していたのか、要は、こ

の問題がたまたま発見されたのか、あくまで

その実地指導の要項の中で、そういったもの

がしっかりと発見できるような形になって

いたのか、その点について教えていただけま

すでしょうか。 

（向井介護保険課長） 

 この点につきましては、通常の実地指導で

すと、帳簿とかそういったものを見て、合わ

なかったときとか書類がないときに、これど

うしたのという話で始まるわけでございま

すが、この事業者に関しましては、もちろん

そういった書類の整合性が合わなかった上

に、利用者のほうから、本来その事業者が義

務としてやらなければいけない介護サービ

ス、そのモニタリングといいますか、ケアプ

ランについてのきちんとしたモニタリング

を、どうもこの事業者が来てくれない、話を

聞いてもちゃんとしてくれないという、そう

いうご相談もありましたので、そういった両

面から細かく見ていったところで、どうも一

度見させてもらった書類が、次のときにはな

いとかあるとか、だんだんぐずぐずになって

いたところで、より最後は監査という、より

強い権限の中で調べていって、わかったとい

うところでございます。 

 これが、先ほどお話ししましたように、通

常の実地指導の中では、別に性悪説で見てい

るわけではございませんで、おかしなところ

は、当然目を皿にして見ますけれども、意図

的にとなると、なかなか厳しい部分もあるの

かなと考えてございます。 

（にたない委員） 

 ありがとうございます。 

（諏訪部会長） 

 よろしいですか。 

 そのほかございますか。 

 はい、どうぞ。 

（岡安委員） 

 岡安でございます。 

 この資料４、あるいは６なんかにもかかわ

ってくる話なんですが、こういう調査案件な

んですけれども、高齢者はともかくとして、

事業所ですとか障がい者の保護者ですとか、

これだけＩＣＴ利活用が叫ばれて、そういう

自治体、先進自治体がＬＩＮＥまで利用し

て、いろいろな調査をしている段階で、相変
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わらず紙ベースで郵送、回収をしている。そ

して、回収できないところは、なかなか回収

率が上がらないというところでの、調査率

70％というような、例えばですけれども、結

果が出るんですが。ウェブであれば、再度そ

の後どうですかという呼びかけもできて、回

答するほうも、簡単に回答することができる

という、全体の、庁舎全体のＩＣＴ利活用推

進計画がどうなっているかというのは、また

部署が違う話かもしれませんが、ちょっと何

年たっても同じようなこのやり方でいいの

かどうか、やはり、今申し上げましたとおり、

もうウェブの時代というのも、特に若い世代

には浸透してきていますので、あるいは会

社、事業所には浸透してきていますので、そ

ういった方法も、今後考えていく必要がある

と思うんですけれども、いかがでしょうか。 

（向井介護保険課長） 

 介護保険課長からお答えさせていただき

ます。 

 今、委員がおっしゃられたように、調査の

方法、そういった最新のＩＣＴとかというの

を使って分析というのは、当然これから考え

なければならないことだと思います。 

 ただ、高齢者実態調査等に限りましては、

もともとの質問、特にニーズ調査等は、国で

決められた枠組みの中でやるということも

ございます。それから、対象がどうしても、

事業所はともかくとして、人はお年寄りが多

いので、なかなかその辺がしっかりという、

その杞憂といいますか、そういったものも含

めて、国の方向性、他の市区町村が一番合理

的に、本当の実態がわかるような調査方法を

これからも探していく過程かと思いますが、

今回はこのような形でやらせていただく予

定でございます。 

（岡安委員） 

 ちょっと今後は、全庁的にこういう福祉・

介護分野に限らず推進していくように。高齢

者に関しては、切り離してもいいと思うんで

す。事業所、あるいは障がい者関係、そうい

うところはウェブ、あるいは今申し上げたＬ

ＩＮＥ。まだＬＩＮＥが立ち上がっていない

んですね、たしか足立区は。アカウントがな

いと思うんですけれども。今後ともそういう

のもしっかりと所管、横串で連携しながら進

めていってほしいなと思いますので、これは

要望です。よろしくお願いいたします。 

（諏訪部会長） 

 その他いかがでしょうか。 

（細井委員） 

 高齢者在宅サービスセンターの細井です。 

 資料の５番のところで、実際のこの居宅支

援事業所の取り消しということとちょっと

あれかもしれないんですが、確かこの事業

所、居宅介護支援事業所のほかに訪問介護事

業所も確かやっているはずなんですね。 

 恐らく指定権限については、訪問介護事業

所ですから、東京都にあるということで、先

ほどいろいろ居宅支援事業所の取り消し理

由というところでお話しあったかと思うん

ですが、ご存じかと思いますけれども、介護

保険制度の大改革が行われたあのコムスン

問題ですね、連座制という、これは不正行為

でも組織的関与があれば、連座制が適用され

て、保険者のほうで指定の更新が行われなく

できるとなると、例えば東京都が今それを更

新をさせないとなったときに、足立区にある

訪問介護事業所自体が、運営をできなくなる

可能性があるんじゃないかというふうに思

うんですね。 

 こうなったときに、そこにいる事業者さん

にサービスをお願いしている高齢者の方々

が、今度またどこかを探さなくちゃいけない

という、そういった問題も今後、訴えがある

んだと思うんですが、そういったところにつ
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いて、足立区さんのほうでは、どのように考

えていらっしゃるのか、お伺いできればと思

います。 

（諏訪部会長） 

 いかがでしょうか。 

（向井介護保険課長） 

 介護保険課長からお答えさせていただき

ます。 

 今、委員のお話がございましたように、今

回、居宅介護支援事業で取り消しになりまし

たが、訪問介護事業所も併設はしてございま

す。ただ、それもお話がございましたように、

今回の処分を受けて、欠格事由に該当するこ

とになりますので、訪問介護事業所につきま

しても、次回の更新はできなくなると。そう

すると、そこでサービス受けていた方の受け

皿というのは、今回の取り消しのときと同じ

ように、どういった形で引き続ききちんとサ

ービス受けられるかというのは、私どもも頭

の中に入れておきたいと思います。 

 ただ、こういったことのあった事業者です

ので、実際には同じところということで、そ

れほど恩恵、サービスを受けている方はいら

っしゃらないというふうには聞いてござい

ます。 

（諏訪部会長） 

 よろしいですか。 

（細井委員） 

 はい、ありがとうございます。 

（浅子委員） 

 区議会議員の浅子です。 

 １点は要望なんですけれども、先ほども会

長がお話をされましたけれども、高齢者の実

態調査、８期に向けての実態調査なんです

が、私もやはり人材確保というのは、非常に

これから、今も大きな課題だと思っていま

す。そして、できれば事業所で働いている

方々のやはり声を実態として聞けるような、

何かやっていただければということと、あ

と、やはり高齢者の老老介護とか、あと介護

離職とかということが、大きな問題になりま

したけれども、やはり家族の方の声もしっか

りと実態を聞いていただきたいというふう

に思っているんです。 

 この中で、それに該当するものは、あるな

らばあれですけれども、ぜひそういう声も８

期をつくるときには、聞いていただいて、そ

れを反映できるような内容にしていただき

たいというふうに思います。 

 それから、あと、障がい者の第６期の計画

で、障がい福祉分野として、初めて実態調査

を行うということで、本当にすばらしいこと

だなというふうに思うんですけれども、こ

れ、調査対象3,000人ということですが、こ

れは最初で、これから引き続きやっていただ

けるんだと思うんですけれども、この3,000

人というのは、どのようなことで3,000人と

いう人数が出されたのかということ、お聞き

したいと思います。 

（小山障がい福祉課長） 

 障がい福祉課長です。 

 今のご質問のほう、お答え申し上げます。 

 まず、3,000の根拠ですけれども、障がい

者の手帳、こちら身体、知的、精神ございま

すけれども、こちらの所持者が足立区内には

約30,000人ほどいらっしゃいます。その１割

ということで3,000ということで想定してご

ざいます。 

 あと、回収率のほうが、おおよそ大体４割

前後というところを想定してございまして、

そうすると、トータル1,000ぐらいのご回答

いただけるかなと思ってございます。1,000

ぐらいであれば、こういった実態調査のほう

の報告をつくる上で、一応有効の母数になる

といったところ、いろいろその他のところを

確認させていただいた上で、3,000人という
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ことを調査対象とさせていただいていると

ころでございます。 

（浅子委員） 

 この中でも、いろんな障がいの方がいらっ

しゃるんですけれども、この間、ちょっと医

療的ケア児の問題が取り上げられて、協議会

がつくられていますよね。そことの関係とい

うのは変ですけれども、そこの方々の声とか

意見なんかもどちらかの、何らかの形で反映

をしていくという、そういう形をとっていく

わけですよね。 

（小山障がい福祉課長） 

 障がい福祉課長です。 

 医療的ケア児の協議会との直接の関係性

といった意味では、この実態調査のほうはご

ざいません。ただ、協議会のほうにご参加い

ただいているメンバーの皆様には、今日も会

長とかもおいでになった肢体不自由会の人

も、特にご参加いただいていますので、また、

学校と、こういう支援学校とか、また、訪問

看護ステーションさまざまなところ、おいで

いただいていますので、そういったところと

もご相談しながら、この3,000名の調査対象

の中に、どうやって加えさせていただくかと

いうところはやり取りさせていただいて、そ

ういった医療的ケア児の親御さん等のお話

も、ちゃんと回答として、集約できるように

努めてみたいと考えております。 

（浅子委員） 

 よろしくお願いします。 

 あと、最後ですけれども、介護のしごと相

談・面談会で、以前、これの前には、報告が

ありましたけれども、いろいろなお話があっ

たときに、参加事業者、これ抽選でなんかし

ているというようなお話が一言あったんで

すけれども、実際に今回は、この居宅系事業

者と施設系事業者と、合わせて27社、実施し

ておりますが、本来もっと自分も、自分の事

業者もこの面談会に参加したいというとこ

ろはあったんですか。 

（橋本高齢福祉課長） 

 高齢福祉課長でございます。 

 居宅系事業者につきましては、介護の事業

者連絡会という、今日、小川会長さんいらっ

しゃっていますけれども、そこと調整させて

いただいて、決めさせていただいています。

その数をもって、施設のほうにつきまして

は、区のほうから応募をさせていただいて、

希望されているところを選んでいるという

形になってございます。 

（浅子委員）  

 それが、そのどこの事業者も、人材はやっ

ぱりいろんな機会を持って生み出すことが

できればというふうに思っているかと思う

んですけれども、前回が、何かその中のちょ

っと質問、お話ししたのには、何か場所の確

保の問題もあるというお話をされていたの

かなというふうに思うんですけれども、そう

いう問題があるんでしょうか。 

（橋本高齢福祉課長） 

 高齢福祉課長です。 

 場所の確保というか、スペースの広さの関

係もありますので、数多く入れる場所という

のは、当然限られていますし、今日、行いま

したシアター１０１０につきましても、どう

してもスペースの広さの関係がございます

ので、やはり入れる事業者の数というのは限

られているというのは、前回、申し伝えさせ

ていただいたところです。 

（諏訪部会長） 

 それでよろしいでしょうか。 

 よろしいですか。 

 はい、どうぞ。 

（白石委員） 

 孤立ゼロプロジェクトチームのことでお

伺いしたいんですが、私も町会長やっている
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もんですから、うちの町会で調べさせていた

だきました。そこで、ちょっと調べた人たち

から異論が出たのは、孤立する可能性、危険

性のある所帯があっても、調べに行った人は

一切口外しちゃいけないと。絶対誰にも言う

なと。調べる、調査に行った人の町会の役員

同士も、絶対に言っちゃいけないと。 

 全体的には、私は名簿もらっているんです

よ。でも、名簿もらっているんだけれども、

これは班に絶対に知らせちゃいけないとい

うんですよね。ということになると、よくい

ろんな町会の会合なんかでは、大災害起こっ

たときには、頼りになるのは地域の人なんだ

から、町会の皆さん助けてやってくださいよ

ねって、こう言われるんですよ。誰を助けに

行くのか、誰もわからない。私だけわかって

いても、私がもしも被害者になってしまった

ら、もう私の名簿は誰も持っていないわけで

すから。 

 これは、何回も役所側に言っているんだけ

れども、その孤立のおそれのある高齢者が誰

と誰なんだかというそうした名簿を、どこま

で所有していいのか。個人情報の関係があっ

たり、また、詐欺電話がかかってきたりとい

うことで、確かに難しいことはわかるんです

よ。わかるけれども、一人しか知らないとい

うことでは、これではとてもとても、地域の

皆さん方に話ができない。 

 だから、役所のほうで、どの程度まで、例

えば町会だったら、会長、副会長まではいい

ですよと、そういうような範囲を特定しても

らわないと、持っている名簿が全然生きない

んですね。全然生きない。 

 包括支援センターの人たちもわかってい

るわけですけれども、包括支援センターの職

員というのは、ほんのわずかしかいませんか

ら。東京都全域ですよ、うちの足立区全域で

大災害が起こったときに、あの人たちに対応

してくれなんて言ったら、無理なんですか

ら。やはり、現実にその社会に住んでいる、

その地域に住んでいるのは、私たち町会が一

番力あるんですよ。 

 ところが、もう町会に入っていない人も５

割いますから、そういう意味でいうと、町会

に入っていない人たちで、孤立になりそうな

人というのは、私以外に誰も知らない。町会

長以外には、誰も知らない、そういう現実で

は、非常に足立区の言っていることとやるこ

とは違うんじゃないのかと、というふうな意

見が、調査に行った人たちの中からも、たく

さん出るんです。これについては、何回か指

摘したんですが、何か検討したことある？ 

（島田絆づくり担当課長） 

 絆づくり担当課長、島田です。 

 今、大変ありがたいご意見いただいたとこ

ろでございます。 

 まずは、調査に行っていただいておりまし

て、そのときは、御存じのとおり、サインを

していただいて、守秘義務がありますという

ことで、調査はさせていただきます。その後、

フォローという形で、例えばきょうも夜千住

のほうの町会に行って、こういった調査をし

たよと、こういう方がいたよということを情

報共有させていただくということがありま

す。調査としてはそれで終了するんですが、

今、大事なところで、白石委員おっしゃって

いただいたように、じゃ、その心配な方がい

たじゃないかと。じゃ、あの人をどうやって、

いざというときに救おうかというところな

んですね。それが一番大事な話で。 

 ただ、今、委員がおっしゃった名簿という

形で残すとなると、ちょっとなかなか難しい

ところがあるかもしれないんですが、私ども

今進めております、わがまちの孤立ゼロとい

う形で、要は顔をつないでいただいたという

ことになりますので、あそこのおばあちゃ
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ん、おじいちゃん、そういうときにはあそこ

行こうねという認識をしていただくという

ことなんですね。 

 ですから、名簿というとなかなかかた苦し

い、情報が云々ということになるんですが、

町会で、例えば多分委員のところも、班単位

で行動されていると思うんですけれども、そ

の班単位で認識していっていただくという

ことが、今、わがまちの孤立ゼロプロジェク

トという形で、認識していただけるような、

そういった杓子定規に名簿というふうには

ならないんですが、認識というところの中

で、お互いに見守っていただいているとい

う、そういうような流れに今なっているとい

うことでございます。 

（白石委員） 

 今、町会の班単位という話が出て、確かに

町会に入っている人たちは、例えばうちの町

会でも、９月15日前後に敬老祝い金というの

は、必ず持っていくんですよ。75歳以上の人

たちには、敬老祝い金だとか祝い品ですね、

持っていくわけですから、町会に入っている

人は、ある意味ではわかるんです。ところが、

町会の組織率が５割ぎりぎりということで

すから、半分は町会員じゃないんですね。そ

の人たちについては、それは１回は調査に行

きました。今度の２回目やりますといえばや

って、２回は調査行った。それ以降は全然お

つき合いないわけですよ、町会員じゃないん

ですから。そうなると、結局はわからなくな

ってしまうと。 

 この辺のところを、調査することが目的じ

ゃないわけですから、孤立させないというこ

とが目的である以上、ある程度の情報は共有

していただかないと、町会としては、何のた

めの調査だったのと。随分時間かけて調査し

たわけですから、それが何のための調査だっ

たか、非常にわかりにくいと。 

 区役所が調査しろと言うだけで、来て、最

終的な会合来ましたよ、課長が。最終的な会

合は来ましたけれども、この情報を共有して

もらっちゃ困るんだと言うんだから。会合に

来て。そうすると、なんのための調査だった

んですかというのが、非常にわかりにくい

と。 

 だから、今ここで何か答えを出せと言うん

じゃないんですよ。情報を共有できる範囲と

いうのは、どの辺までなんだろう。その辺を

ある程度はっきりしてくれないと、いや、町

会長だけですよと言われたから、それはそれ

でしようがないんですが、それはそれとし

て、やはり不満が出ている、調査に行く人た

ちの中に。だから、それはうまくやらないと、

変則をして頼むことできませんから。町会長

という立場で頼むわけですから、役所からこ

う言われたから、やってくれよということで

頼むんだけれども、これ、継続してずっとや

っていくということが、非常に難しいです

よ。 

 その辺のところは、よくご理解をいただい

て、これだけは情報を共有していいよ。この

情報は共有していいよというぐらいの、町会

員全員に教えるなんて気は、そんな気は全然

ないですから。だから、ただ、範囲はある程

度確定してもらえないと、調査そのものも進

められないし、何かあったときに、要援護者

といって助けることもできない。そういうこ

とだから、調査目的じゃ絶対ないんですか

ら。そういう点は、しっかり考えていただき

たい。早目に結論出してくださいよ。次の調

査やりにくいから。 

（諏訪部会長） 

 今みたいな問題は、情報の共有なのか、名

簿の共有なのか、論点がきちんと整理されな

いままやっちゃいけないということだけが、

地域に伝わっているということですから、き
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ちんとその辺のガイドラインは示した上で、

担当課長の説明を聞いていると、情報の共有

はできそうな感じはするんですけれども、そ

のあたりのことを、ただ現場の人は非常に出

しちゃいけないというと、委縮してもうこれ

以上進めないというふうになるので、そうい

う点なんかをやっぱり地域包括ケアシステ

ムつくるにはどうしたらいいかという問題

として、ちゃんとこうすればいいという話を

潰していかないと、一歩も本当に調査やって

いるだけというふうになるので、そこはぜひ

きちんと考えていただいて、皆さんにこれだ

ったらできると、いいんだねという、安心し

てできることをしていかないと、進まないか

なというふうに聞いていて思いました。 

 そのほかいかがでしょうか。 

（中村（輝）委員） 

 今の関連でいいですか。 

（諏訪部会長） 

 はい、どうぞ。 

（中村（輝）委員） 

 よろしければ。 

 この前の19号の台風、それで避難所を開設

しましたよね。その件で、私のところ、避難

所開設した委員から、１通来ているんです

よ。この中にも、今関連することがあるんで

すよ。 

 一番の問題は、個人情報を理由に情報開示

を拒否されたと、こう書いてあるんですよ、

これ。こういうことで、何か機会があったら

言ってくれないかって言われて、来たんです

よ。 

 19号、決壊しなかったからいいですよ。決

壊したときに、情報開示はできません云々な

んて言っている場合じゃないでしょう。命が

一番大事なんだから。だから、情報公開が、

情報共有しないと意味ない。さっき白石委員

も言いましたけれども、私も老人クラブやっ

ていますよ。老人クラブの中の人たちはわか

ります。入っていない人はわからない。正直

言って。でも、この人たちを、入っていない

からだめだよなって、断れないでしょう。特

にこの台風19号、緊急の場合に、情報開示は

できませんなんて言っているときじゃない

と思うんですよ、本当。 

 これをもらって、申しわけないって、私が

謝る必要ないんだけれども、謝ったんです

よ。こういうこともあるから、情報共有とい

うことが大事なんじゃないかと思うんです。 

 以上です。 

（諏訪部会長） 

 ありがとうございます。 

 これは、多分災害時の名簿なので。 

（中村（輝）委員） 

 直接関係なかったんだけれども、言うのお

終いにします。 

（諏訪部会長） 

 この災害時の名簿こそ、緊急時出していい

はずなので、それはそういう区としての議論

がされていないということですね。というふ

うに思います。ありがとうございます。 

 そのほかはよろしいでしょうか。 

 ありがとうございました。 

 それでは、以上で議事を終了したいと思い

ます。活発にご議論いただき、ありがとうご

ざいました。 

 最後に、事務局から、連絡お願いします。 

（事務局） 

 本日はお忙しい中、委員の皆様には長時間

にわたりご審議をいただいて、ありがとうご

ざいました。 

 今後の予定ですが、12月26日木曜日に、地

域保健福祉推進協議会、２月４日火曜日に第

３回介護保険・障がい福祉専門部会の開催を

予定しております。 

 それでは、本日の専門部会、終了させてい
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ただきます。ありがとうございました。 


